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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

第３四半期累計期間
第71期

第３四半期累計期間
第70期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

営業収益（百万円） 1,930 2,062 2,688

経常利益（百万円） 192 344 345

四半期（当期）純利益（百万円） 172 317 325

持分法を適用した場合の投資利益

又は投資損失(△)（百万円）
－ － －

資本金（百万円） 3,676 3,676 3,676

発行済株式総数（千株） 37,429 37,429 37,429

純資産額（百万円） 4,109 4,518 4,270

総資産額（百万円） 5,517 6,245 5,806

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
4.61 8.48 8.69

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
4.36 7.94 8.18

１株当たり配当額（円） － － 2.00

自己資本比率（％） 74.5 72.3 73.5

自己資本規制比率（％） 563.7 646.8 585.3

　

回次
第70期

第３四半期会計期間
第71期

第３四半期会計期間

会計期間
自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 1.57 3.36

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益又は投資損失については、利益基準および利益剰余金基準等からみて重要

性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

（１）業績の状況

平成24年４月１日から平成24年12月31日までの当第３四半期累計期間（以下、当第３四半期）におけるわが国経

済は、東日本大震災の復興需要や個人消費の持ち直しなどを背景に、緩やかな回復基調が見られました。しかしなが

ら、欧州債務問題や円高の長期化に加え、世界経済の減速懸念などから、景気動向は依然として先行き不透明な状況

が続いております。

このような経済環境の中、当第３四半期のわが国株式市場は、米国景気回復期待の後退や、欧州債務問題への懸念

が再燃したことを背景に、投資家のリスク回避姿勢が強まり、下落基調でスタートしました。ギリシャのユーロ離脱

懸念の高まりや、イタリアやスペインの金融機関格下げによる欧州債務問題への警戒感から、日経平均株価の下落

ペースが加速し、６月４日には8,238円と年初来安値を更新しました。その後は、ギリシャ議会再選挙での緊縮財政

派の勝利によりユーロ離脱懸念が後退したことなどから、日経平均株価は上昇し、６月末に9,000円台を回復しまし

たが、７月以降は、米国の景気動向やＥＣＢ（欧州中央銀行）・欧州各国首脳の欧州債務問題への対応を見極めよ

うと投資家の様子見姿勢が強まり、日経平均株価は上値の重い展開で推移しました。９月に入ると、日米欧による金

融緩和姿勢が打ち出され、本格的に世界リスクオンの動きに入りましたが、尖閣諸島を巡る問題による中国関連銘

柄の業績悪化懸念の広がりなどから日経平均株価の上値は抑えられ、さらには11月の米国大統領選挙の結果を受け

て、米国の「財政の崖」問題への懸念が高まったことで軟調な展開が継続しました。しかしながら、11月14日に野田

首相が衆議院解散を表明すると、総選挙後の新政権の下で、日銀への大胆な金融緩和への圧力が高まるとの思惑か

ら円安が進行したため、日経平均株価は急速に上昇し、12月には、外国人投資家が大幅に買い越すなど、明確な上昇

基調となりました。総選挙で自民党が圧勝すると、安倍新政権による大胆な金融緩和や景気対策への期待感が高ま

り、一段と円安が進行したことから、日経平均株価は10,000円台を回復し、10,395円で当第３四半期を終えておりま

す。

このような状況のもと、当社は「市況に翻弄されない企業体質の構築」を目指し、投資信託の募集と外貨建債券

の取扱いに注力するとともに、経費の増加を抑制した結果、当第３四半期の業績の概要は次のとおりとなりました。

　

①純営業収益

・受入手数料

当第３四半期は、年末にかけて国内株式相場は上昇基調となりましたが、期初からの低調な推移の影響により株式

売買高が減少し、株式の委託手数料は３億円（前年同期比28.3％減）、債券および受益証券を含めた委託手数料の合

計は、３億円（前年同期比28.6％減）となりました。

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、投資信託の販売手数料が減少したことにより、７億

69百万円（前年同期比24.7％減）となりました。

その他の受入手数料は、投資信託残高の減少に伴い信託報酬が減少し、１億63百万円（前年同期比6.5％減）となり

ました。

　

・トレーディング損益

当第３四半期の株券等トレーディング損益は、90百万円（前年同期比33.9％増）となりました。また、債券等トレー

ディング損益は、外貨建債券の取扱高が増加したことにより７億12百万円（前年同期比272.5％増）となり、全体で８

億２百万円（前年同期比210.2％増）となりました。
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・金融収支

当第３四半期の金融収益は、信用取引貸付金の期中平均残高が減少し、受取利息が減少したことにより25百万円

（前年同期比51.5％減）となりました。一方、金融費用は、信用取引借入金および短期借入金の期中平均残高が減少

し、支払利息が減少したことにより５百万円（前年同期比71.3％減）となり、金融収支は差し引きで20百万円（前年

同期比40.2％減）となりました。

　

以上の結果、当第３四半期の純営業収益は、20億56百万円（前年同期比7.6％増）となりました。

　

②販売費・一般管理費

当第３四半期の販売費・一般管理費は、従業員給与や賞与引当金繰入額の増加等により人件費が42百万円増の９億

62百万円（前年同期比4.7％増）となった一方、事務費は基幹システムに係る費用が減少し32百万円減の３億46百万

円（前年同期比8.7％減）となったこと等により、合計で17億６百万円（前年同期比0.1％減）となりました。

　

③特別損益

当第３四半期は、特別利益として金融商品取引責任準備金戻入６百万円を計上いたしました。

　

以上の結果、当第３四半期の経常利益は３億44百万円（前年同期比79.0％増）、四半期純利益は３億17百万円（前

年同期比84.1％増）となりました。

　

（２）資産、負債、純資産の状況

当社の資金の財源は、資本金を含む自己資金と金融機関からの借入れ、平成20年11月に発行した転換社債型新株予

約権付社債が主な財源となっております。その他、必要に応じて金融機関から流動的な資金が調達できる体制を構築

しております。

　

①資産

当第３四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ４億39百万円増加し62億45百万円となりました。その

主な要因は、約定見返勘定が２億３百万円減少したものの、現金・預金が７億36百万円増加したこと等によるもので

あります。

　

②負債

当第３四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末と比べ１億91百万円増加し17億27百万円となりました。その

主な要因は、預り金が２億15百万円増加したこと等によるものであります。

　

③純資産

当第３四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末と比べ２億47百万円増加し45億18百万円となりました。そ

の主な要因は、配当金74百万円を支払ったものの、四半期純利益３億17百万円を計上したこと等によるものでありま

す。

　

（３）事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課

題はありません。

　

（４）研究開発費

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 37,429,708 37,429,708

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

(スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 37,429,708 37,429,708 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 37,429 － 3,676 － 245

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 13,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,396,000 37,396 ―

単元未満株式 普通株式 20,708 ― ―

発行済株式総数 37,429,708 ― ―

総株主の議決権 ― 37,396 ―

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式80株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

丸八証券株式会社
名古屋市中区新栄町

二丁目４番地
13,000 ― 13,000 0.03

計 ― 13,000 ― 13,000 0.03

（注）　平成24年12月31日現在における当社の保有自己株式数は、13,080株であります。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長　社長補佐 代表取締役副社長 中村　吉孝 平成24年７月27日

取締役　兼　専務執行役員

コンプライアンス本部長

取締役　兼　専務執行役員

コンプライアンス本部担当
出田　順蔵 平成24年８月１日
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３【業務の状況】

（１）概況

①　受入手数料の内訳

期別 区分
株券

（百万円）
債券

（百万円）
受益証券
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

前第３四半期

累計期間

(平成23年４月

～平成23年12月)

委託手数料 418 0 2 － 421

募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱手

数料

－ 0 1,021 － 1,022

その他の受入手数料 3 0 168 1 174

計 422 1 1,193 1 1,618

当第３四半期

累計期間

(平成24年４月

～平成24年12月)

委託手数料 300 0 0 － 300

募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱手

数料

－ 0 769 － 769

その他の受入手数料 3 0 158 0 163

計 303 0 928 0 1,233

②　売買等損益

＜トレーディング損益の内訳＞

期別 区分
実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

前第３四半期累計期間

(平成23年４月

～平成23年12月)

株券等トレーディング損益 67 － 67

債券等トレーディング損益 191 － 191

計 258 － 258

当第３四半期累計期間

(平成24年４月

～平成24年12月)

株券等トレーディング損益 90 － 90

債券等トレーディング損益 712 0 712

計 802 0 802
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③　自己資本規制比率

 
前第３四半期会計期間末
(平成23年12月31日)

当第３四半期会計期間末
(平成24年12月31日)

基本的項目(百万円)  (A) 4,106 4,502

補完的項目

その他有価証券評価

差額金(評価益)等
(百万円) 2 16

金融商品取引責任準

備金等
(百万円) 19 12

一般貸倒引当金 (百万円) 4 1

短期劣後債務 (百万円) 150 150

計 (百万円)(B) 176 180

控除資産  (百万円)(C) 754 693

固定化されていな

い自己資本の額
(A)＋(B)－(C)(百万円)(D) 3,529 3,988

リスク相当額

市場リスク相当額 (百万円) 6 11

取引先リスク相当額 (百万円) 44 44

基礎的リスク相当額 (百万円) 575 560

計 (百万円)(E) 625 616

自己資本規制比率 (D)／(E)×100(％) 563.7 646.8

　　（注）　上記は金融商品取引法に基づき、決算数値をもとに算出したものであります。

なお、当第３四半期累計期間の市場リスク相当額の月末平均額は８百万円、月末最大額は11百万円、取引先リス

ク相当額の月末平均額は43百万円、月末最大額は46百万円であります。

　

（２）有価証券の売買等業務の状況（先物取引を除く）

①　株券

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第３四半期累計期間

（平成23年４月～平成23年12月）
49,820 256,214 306,034

当第３四半期累計期間

（平成24年４月～平成24年12月）
36,390 196,839 233,229

②　債券

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第３四半期累計期間

（平成23年４月～平成23年12月）
13 6,348 6,362

当第３四半期累計期間

（平成24年４月～平成24年12月）
11 18,365 18,377

③　受益証券

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第３四半期累計期間

（平成23年４月～平成23年12月）
1,820 7,534 9,354

当第３四半期累計期間

（平成24年４月～平成24年12月）
742 9,567 10,310
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④　その他

該当事項はありません。

 

（３）証券先物取引等の状況

①　株式に係る取引　

 期別
先物取引 オプション取引

合計（百万円）
受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円）

前第３四半期累計期間

(平成23年４月

～平成23年12月)

－ 7,304 － － 7,304

当第３四半期累計期間

(平成24年４月

～平成24年12月)

－ 2,594 － － 2,594

　

②　債券に係る取引

該当事項はありません。

　

（４）有価証券の引受け、売出し業務および募集、売出し又は私募の取扱い業務の状況

①　株券

該当事項はありません。

　

②　債券

 期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

募集の取扱高
（百万円）

売出しの取扱
高（百万円）

私募の取扱高
（百万円）

前第３四半期

累計期間

(平成23年４月

～平成23年12月)

国債 － － 143 － －

地方債 － － － － －

特殊債 － － － － －

社債 － － － － －

外国債券 － － － － －

合計 － － 143 － －

当第３四半期

累計期間

(平成24年４月

～平成24年12月)

国債 － － 81 － －

地方債 － － － － －

特殊債 － － － － －

社債 － － － － －

外国債券 － － － － －

合計 － － 81 － －
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③　受益証券

 期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

募集の取扱高
（百万円）

売出しの取扱
高（百万円）

私募の取扱高
（百万円）

前第３四半期

累計期間

(平成23年４月

～平成23年12月)

株式投信 － － 40,707 － －

公社債投信 － － 27,802 － －

外国投信 － － 49 － －

合計 － － 68,559 － －

当第３四半期

累計期間

(平成24年４月

～平成24年12月)

株式投信 － － 23,935 － －

公社債投信 － － 32,563 － －

外国投信 － － 18 － －

合計 － － 56,517 － －
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）ならびに同規則第54条および第73条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府

令第52号）および「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（平成24年日本証券業協会自主規制規則）に準拠し

て作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成24年10月１日から平成24年

12月31日まで）および第３四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期財務諸表

について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金・預金 2,005,104 2,742,050

預託金 566,273 551,585

顧客分別金信託 475,483 460,795

その他の預託金 90,790 90,790

トレーディング商品 － 1,031

商品有価証券等 － 1,031

約定見返勘定 508,340 304,684

信用取引資産 1,657,191 1,582,704

信用取引貸付金 1,592,754 1,411,401

信用取引借証券担保金 64,437 171,303

立替金 53 －

顧客への立替金 53 －

短期差入保証金 220,000 220,000

短期貸付金 250 1,000

前払金 － 380

前払費用 25,717 31,997

未収入金 6,471 5,610

未収収益 59,815 65,230

貸倒引当金 △4,176 △3,919

流動資産計 5,045,042 5,502,356

固定資産

有形固定資産 340,323 324,318

建物 104,333 96,120

器具備品 39,123 31,331

土地 196,866 196,866

無形固定資産 1,167 1,079

電話加入権 666 666

ソフトウエア 501 413

投資その他の資産 420,017 417,805

投資有価証券 116,226 124,773

関係会社株式 2,000 2,000

その他の関係会社有価証券 45,022 37,994

出資金 2,020 2,520

従業員に対する長期貸付金 14,016 12,802

長期差入保証金 193,480 192,333

長期前払費用 656 1,114

長期立替金 82,499 82,010

その他 65,610 63,729

貸倒引当金 △101,513 △101,472

固定資産計 761,508 743,203

資産合計 5,806,551 6,245,559

EDINET提出書類

丸八証券株式会社(E03792)

四半期報告書

12/18



（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

信用取引負債 401,978 403,971

信用取引借入金 348,848 215,475

信用取引貸証券受入金 53,129 188,496

預り金 477,349 693,158

顧客からの預り金 342,929 299,625

その他の預り金 134,420 393,532

受入保証金 55,648 71,397

短期借入金 190,000 190,000

1年内償還予定の転換社債型新株予約権付社
債

－ 150,000

未払金 27,143 3,507

未払費用 120,422 115,738

リース資産減損勘定 992 27

未払法人税等 16,523 37,162

賞与引当金 63,525 33,500

流動負債計 1,353,582 1,698,463

固定負債

転換社債型新株予約権付社債 150,000 －

繰延税金負債 6,158 9,146

資産除去債務 5,596 5,688

その他 1,000 1,000

固定負債計 162,755 15,835

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 19,678 12,852

特別法上の準備金計 19,678 12,852

負債合計 1,536,016 1,727,150

純資産の部

株主資本

資本金 3,676,856 3,676,856

資本剰余金 261,225 261,225

利益剰余金 325,300 567,730

自己株式 △3,486 △3,570

株主資本合計 4,259,895 4,502,241

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 10,639 16,167

評価・換算差額等合計 10,639 16,167

純資産合計 4,270,535 4,518,409

負債・純資産合計 5,806,551 6,245,559
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

営業収益

受入手数料 1,618,332 1,233,749

委託手数料 421,282 300,739

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

1,022,180 769,563

その他の受入手数料 174,870 163,446

トレーディング損益 258,722 802,495

金融収益 53,477 25,960

営業収益計 1,930,533 2,062,205

金融費用 19,376 5,558

純営業収益 1,911,156 2,056,647

販売費・一般管理費 1,708,221 1,706,193

取引関係費 177,851 174,363

人件費 919,141 962,140

不動産関係費 148,138 147,927

事務費 379,199 346,339

減価償却費 28,773 21,403

租税公課 19,493 20,979

貸倒引当金繰入れ 2,725 －

その他 32,897 33,038

営業利益 202,935 350,454

営業外収益

受取配当金 3,886 4,271

事業分離にかかる受取差額 ※1
 4,292 －

その他 886 1,116

営業外収益計 9,065 5,388

営業外費用

投資事業組合運用損 11,793 7,028

社債利息 3,955 3,955

その他 4,017 792

営業外費用計 19,766 11,776

経常利益 192,234 344,065

特別利益

金融商品取引責任準備金戻入 997 6,826

受取和解金 21,318 －

固定資産売却益 1,029 －

特別利益計 23,345 6,826

特別損失

投資有価証券評価損 34,159 －

特別損失計 34,159 －

税引前四半期純利益 181,420 350,892

法人税、住民税及び事業税 7,462 33,657

法人税等調整額 1,588 △31

法人税等合計 9,050 33,626

四半期純利益 172,369 317,266
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【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。これによる当第３四半期累計期間の営業利益、経

常利益および税引前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

 

【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

※１　事業分離にかかる受取差額

前第３四半期累計期間に計上した事業分離にかかる受取差額4,292千円は、平成21年12月に実施した通信取引事業

の事業分離における移転利益の見積額と確定額との差額であります。

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 28,773千円 21,403千円

　

（株主資本等関係）

前第３四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成23年６月25日開催の定時株主総会の決議により資本準備金を1,383,552千円取り崩し、その他資

本剰余金に振替いたしました。また、その他資本剰余金1,367,818千円、利益準備金503,860千円および別途積立

金247,607千円により繰越利益剰余金の欠損補填を第１四半期会計期間において行いました。この結果、資本剰

余金が1,367,818千円減少し、利益剰余金が1,367,818千円増加いたしました。

なお、株主資本の合計金額には、著しい変動はありません。

 

当第３四半期累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月18日

取締役会
普通株式 74,835 2.00平成24年３月31日平成24年６月11日利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

当第３四半期会計期間に係る四半期貸借対照表計上額と時価との差額および前事業年度に係る貸借対照表計

上額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

利益基準および利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、投資・金融サービス業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 4円61銭 8円48銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 172,369 317,266

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 172,369 317,266

普通株式の期中平均株式数（千株） 37,417 37,417

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 4円36銭 7円94銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） 3,955 3,657

（うち支払利息（税額相当額控除後）（千円））  (3,955) (3,657)

普通株式増加数（千株） 3,000 3,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概要

　

―――――

　

―――――

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月13日

丸八証券株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩部　俊夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森重　俊寛　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　浩彦　　印

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸八証券株式会社
の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第71期事業年度の第３四半期会計期間（平成24年10月１日から平成24
年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな
わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、
分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、丸八証券株式会社の平成24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す
る第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな
かった。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

 

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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